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６
月
４
日
（
木
）
、
ホ
テ
ル
青
森
に
お
い
て
第
15
回
定
時
総
会
を
開
催

し
、
令
和
７
年
度
事
業
報
告
、
令
和
８
年
度
事
業
計
画
と
収
支
予
算
の
報
告

に
続
き
、
令
和
７
年
度
収
支
決
算
、
役
員
の
補
充
選
任
を
審
議
し
原
案
通
り

承
認
さ
れ
た
。

　

令
和
７
年
度
は
、
税
の
啓
発
、
税
制
提
言
、
経
営
支
援
、
社
会
貢
献
な
ど

の
公
益
事
業
や
、
会
員
支
援
、
支
部
・
下
部
組
織
活
動
な
ど
の
共
益
事
業
、

諸
会
議
が
概
ね
計
画
通
り
に
行
わ
れ
た
。
ま
た
、
全
法
連
表
彰
制
度
に
お
い

て
、
12
月
末
基
準
の
会
員
数
純
増
施
策
に
お
い
て
「
努
力
賞
」
を
獲
得
、
福

利
厚
生
事
業
の
累
積
収
入
保
険
料
部
門
に
お
い
て
目
標
を
達
成
し
た
。

　

令
和
８
年
度
の
事
業
計
画
で
は
、
令
和
７
年
度
と
同
様
、
県
連
、
全
法

連
、
税
務
当
局
と
連
携
し
な
が
ら
地
域
企
業
と
地
域
社
会
の
健
全
な
発
展
に

貢
献
す
べ
く
積
極
的
に
事
業
を
行
う
こ
と
、
会
員
拡
大
お
よ
び
福
利
厚
生
制

度
の
推
進
の
た
め
に
福
利
厚
生
制
度
受
託
会
社
と
の
連
携
強
化
を
図
る
こ

青森港北防波堤西灯台

と
、
公
益
法
人
制
度
改
革

へ
の
的
確
な
対
応
を
行
う

こ
と
な
ど
が
報
告
さ
れ

た
。

　

役
員
の
補
充
選
任
で

は
、
㈱
青
森
テ
レ
ビ
執
行

役
員
経
営
企
画
局
長
（
当

時
）
の
佐
々
朝
美
氏
が
選

任
さ
れ
た
。

 

そ
の
後
、
青
森
税
務
署

の
鈴
木
昭
仁
筆
頭
副
署
長

か
ら
ご
祝
辞
を
い
た
だ

き
、
続
い
て
、
叙
勲
・
褒

章
受
章
者
及
び
納
税
表
彰

受
賞
者
に
対
す
る
記
念
品

贈
呈
を
行
い
、
最
後
は
会

員
交
流
親
睦
会
で
出
席
者

一
同
和
や
か
に
懇
談
し

た
。

第第
1515
回
定
時
総
会
開
催

回
定
時
総
会
開
催

　

定
時
総
会
に
先
立
ち
、
経
済

評
論
家
・
経
営
コ
ン
サ
ル
タ
ン

ト
の
辛
坊
正
記
氏
か
ら
「
日
本

経
済
の
現
状
と
未
来
」
と
題
し

て
講
演
が
行
わ
れ
た
。

 
辛
坊
氏
は
、
か
つ
て
日
本
が

世
界
の
中
で
上
位
を
占
め
て
い

た
Ｇ
Ｄ
Ｐ
や
国
際
競
争
力
が
現

在
は
下
位
に
落
ち
て
い
る
現

状
・
要
因
の
分
析
、
今
後
の
成

長
の
た
め
の
手
段
と
し
て
の
財

政
政
策
・
金
融
政
策
・
構
造
改

革
、
政
府
が
掲
げ
る
「
責
任
あ

る
積
極
財
政
」
の
考
察
、
デ
ジ

タ
ル
化
、
Ａ
Ｉ
時
代
、
雇
用
の

流
動
性
等
に
対
す
る
企
業
の
対

応
な
ど
、
多
岐
に
わ
た
る
課
題

に
つ
い
て
、
わ
か
り
や
す
く
説

明
し
て
く
れ
た
。

経済講演会開催
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税
制
委
員
会
と
事
業
研
修
委
員
会
（
今　

良

暢
委
員
長
）
が
、
令
和
８
年
４
月
10
日

（
金
）
、
ホ
テ
ル
青
森
に
お
い
て
合
同
で
開
催

さ
れ
た
。

　

税
制
委
員
会
で
は
、
委
員
長
よ
り
令
和
７
年

度
の
税
の
提
言
活
動
、
法
人
会
が
提
言
し
た
令

和
８
年
度
税
制
改
正
要
望
の
実
現
事
項
、
令
和

９
年
度
税
制
改
正
提
言
の
策
定
の
た
め
の
税
制

改
正
に
か
か
る
動
向
、
提
言
内
容
の
ポ
イ
ン

ト
、
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
、
ア
ン
ケ
ー
ト
の
実
施
な

ど
提
言
策
定
ま
で
の
本
年
度
の
取
り
組
み
に
つ

い
て
説
明
し
た
。

　

ま
た
、
事
業
研
修
委
員
会
で
は
、
事
務
局
よ
り
当
会
の
令
和
７
年
度
の
取

組
状
況
や
全
法
連
の
税
務
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
向
上
施
策
・
研
修
参
加
率
向

上
施
策
・
事
業
承
継
税
制
等
に
つ
い
て
説
明
し
た
。

そ
の
後
、
出
席
委
員
に
よ
る
意
見
交
換
が
行
わ
れ
た
。

　

６
月
19
日
（
金
）
、
問
屋
町
会
館
に
お
い
て

当
会
と
協
同
組
合
青
森
総
合
卸
セ
ン
タ
ー
の
共

催
に
よ
り
開
催
、
青
森
税
務
署
の
法
人
課
税
部

門
担
当
官
が
講
師
を
務
め
、「
税
務
調
査
の
ポ
イ

ン
ト
と
最
近
の
傾
向
に
つ
い
て
」「
ｅ

－

Ｔ
ａ
ｘ

に
よ
る
ダ
イ
レ
ク
ト
納
付
体
験
会
」
を
テ
ー
マ

に
行
っ
た
。

　

最
近
の
税
務
調
査
の
取
り
組
み
と
し
て
、
Ａ

Ｉ
・
デ
ー
タ
分
析
の
活
用
、
消
費
税
還
付
申
告

法
人
や
海
外
取
引
法
人
等
及
び
無
申
告
法
人
へ

の
対
応
を
重
点
課
題
と
し
て
位
置
付
け
厳
正
な

調
査
を
実
施
し
て
い
る
。
ま
た
、
調
査
必
要
度

の
高
い
法
人
に
対
し
て
は
実
地
調
査
を
行
う
一
方
で
、
申
告
内
容
に
簡
易
な

誤
り
等
が
想
定
さ
れ
る
法
人
に
は
、
書
面
照
会
や
電
話
連
絡
な
ど
の
「
簡
易

な
接
触
」
を
実
施
し
て
い
る
。
事
務
上
の
ミ
ス
防
止
の
た
め
に
法
人
会
が
国

税
庁
の
後
援
を
受
け
て
作
成
し
て
い
る
「
自
主
点
検
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
」
の

活
用
を
推
奨
し
て
い
た
。

　

第
二
部
で
は
、
実
際
に
パ
ソ
コ
ン
を
使
い
、
申
請
や
納
付
の
仕
方
な
ど
を

体
験
し
た
。
（
参
加
者
11
名
）

２．回答結果

アンケート設問 回答数

問１　中小企業向け税制（法人税関係）で重視すべき点（３つ以内選択）

① 法人税の軽減税率の特例（１５％）の本則化等 110

② 設備投資・研究開発を促進する税制の拡充 59

③ 雇用拡大・賃金引上げを促進する税制の拡充 106

④ 役員給与の損金算入の拡充 35

⑤ 交際費課税の損金算入枠の拡大 25

⑥ 欠損金の繰戻還付制度の拡充 26

⑦ その他 5

問２　消費税／インボイス制度で負担に感じる作業について（３つ以内選択）

① 取引先が適格請求書発行事業者かどうかの確認作業 69

② 受領した請求書等がインボイスの要件を満たしているかの確認作業 60

③ インボイスの要件を満たしていない請求書等を受領した際の対応 77

④ 会計帳簿の記入や会計ソフトの操作 27

⑤ 従業員への社内教育・研修 7

⑥ 事務負担の増加による人件費の負担増 17

⑦ インボイス処理に伴う設備等への負担増 ５

⑧ 消費税の申告・納税にかかる事務負担増 23

⑨ 特に問題なく対応できている 42

⑩ その他 4

問３　消費税／食料品に対する消費税率の引き下げについて

① 社会保障財源への影響も大きく、レジシステムの改修や事務手続
き等の負担もかかるため、慎重に検討すべきである

70

① 物価高対策として有効であると考える 42

② 現時点では判断できない 30

③ その他 7

アンケート設問 回答数

問４　所得税／基礎控除や給与所得控除の額が２年ごとに変動する制度に
ついて

① 従業員の手取りが増えることが期待できるので賛成である 78

② 制度が複雑になり、企業や納税者の負担が増えるので反対である 30

③ 現時点では判断できない 44

④ その他 2

問５　所得税／給付付き税額控除の導入について

① 公平性の観点から、所得を正確に把握したうえで制度を導入すべき 50

② 現時点では把握する所得の範囲は不明だが、制度の導入を検討す
べき

41

③ いま以上に所得が把握されるのであれば、制度の導入は慎重であ
るべき

26

④ 現時点では判断できない 33

⑤ その他 5

問６　厚生年金の適用範囲の拡大
　　　　・今後、いわゆる「１０６万円の壁」が撤廃されることについて

① 人材を確保するためにはやむを得ない 63

② 企業負担が増えるので反対である 36

③ 現時点では判断できない 42

④ その他 14

税制改正アンケート調査を実施
令和９年度税制改正要望の取りまとめの参考として、青森法人会会員企業を対象に税制アンケート調査を行った
ところ、156社からご回答を戴きました。ご協力いただき誠にありがとうございました。結果は次のとおりです。

１．回答企業の属性
♦主たる業種

製造業 12 社

建設・土木・不動産 40 社

卸売・小売・飲食 50 社

サービス 26 社

その他 27 社

♦資本金

１千万円以下 63 社

１千万円超～５千万円以下 69 社

５千万円超～１億円以下 ７社

１億円超～３億円以下 ８社

３億円超～５億円以下 ２社

５億円超 ２社

♦従業員数

４人以下 29 社

５～ 19 人 58 社

20 ～ 99 人 57 社

100 ～ 299 人 ６社

300 人以上 ４社

♦前事業年度の申告状況

黒字申告 113 社

赤字申告 33 社

回答保留・その他 ９社

税
制
委
員
会
・
事
業
研
修
委
員
会

青
森
総
合
卸
セ
ン
タ
ー
税
務
研
修
会
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優
良
経
理
担
当
者
表
彰
に
つ
い
て

優
良
経
理
担
当
者
表
彰
に
つ
い
て

　

法
人
会
で
は
毎
年
、
会
員
事
業
所
に
勤
務
す
る
経
理

担
当
者
で
事
業
所
の
繁
栄
に
功
労
の
あ
る
方
を
表
彰
し

て
お
り
ま
す
。
本
広
報
紙
に
「
推
薦
書
」
を
同
封
し
て

お
り
ま
す
の
で
、
対
象
と
な
る
方
が
い
ら
っ
し
ゃ
い
ま

し
た
ら
是
非
と
も
ご
推
薦
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い

申
し
上
げ
ま
す
。

お
知
ら
せ

全
法
連
功
労
者
表
彰

　

理　
　

事　

黄
金
﨑　

亨　

氏

�

（
株
式
会
社
黄
金
工
務
店　

専
務
取
締
役
）

東
北
六
県
法
人
会
連
合
会
功
労
表
彰

　

副

会

長　

米
谷　

恵
司　

氏
�

（
株
式
会
社
カ
ー
ド
ッ
ク
米
谷
オ
ー
ト　

代
表
取
締
役
）

　

理　
　

事　

七
尾　

嘉
信　

氏

�

（
東
洋
建
物
管
理
株
式
会
社　

代
表
取
締
役
社
長
）

青
年
部
会
と
女
性
部
会
が
合
同
で
通
常
総
会
を
開
催

青
年
部
会
と
女
性
部
会
が
合
同
で
通
常
総
会
を
開
催

女
性
部
会

青
年
部
会

第
34
回
通
常
総
会
開
催

　

令
和
７
年
度
事
業
報
告
と
収
支

決
算
、
令
和
８
年
度
事
業
計
画
案

と
収
支
予
算
案
、
役
員
の
補
充
に

つ
い
て
審
議
が
行
わ
れ
原
案
ど
お

り
承
認
さ
れ
た
。

令
和
７
年
度
事
業

　

研
修
会
４
回
、
親
睦
事
業
５

回
、
租
税
教
育
活
動
（
税
金
ウ
ル

ト
ラ
ク
イ
ズ
）
１
回
、
諸
会
議
９

回
、
会
報
「
い
ず
ほ
」
の
発
行

第
32
回
通
常
総
会

　

令
和
７
年
度
事
業
報
告
と
収
支
決
算
、
令
和
８
年
度
事
業

計
画
案
と
収
支
予
算
案
、
役
員
の
補
充
に
つ
い
て
審
議
が
行

わ
れ
原
案
ど
お
り
承
認
さ
れ
た
。

　

令
和
７
年
度
は
部
会
設
立
30
周
年
事
業
の
実
施
や
県
女
連

協
研
修
交
流
会
の
担
当
会
と
し
て
、
部
会
員
一
同
一
致
団
結

し
て
取
り
組
ん
だ
。

令
和
７
年
度
事
業

　

設
立
30
周
年
記
念
事
業
、
租
税
教
室
６
回
、
研
修
会
２

回
、
親
睦
事
業
２
回
、
税
に
関
す
る
絵
は
が
き
コ
ン
ク
ー
ル

１
回
、
諸
会
議
９
回

青
年
部
会
と
女
性
部
会
が
合
同
で
通
常
総
会
を
開
催

青
年
部
会
と
女
性
部
会
が
合
同
で
通
常
総
会
を
開
催

　

青
年
部
会
（
吉
田　

崇
部
会
長
）
と
女
性
部
会
（
田
中
桂
子
部
会
長
）
の
合
同
通
常
総
会
が
、

５
月
12
日
（
火
）
に
ホ
テ
ル
青
森
で
開
催
さ
れ
た
。

　

総
会
に
先
立
ち
、
記
念
講
演
会
が
開
か
れ
、
サ
イ
バ
ー
ダ
イ
ン
㈱
つ
く
ば
ロ
ボ
ケ
ア
セ
ン
タ
ー

長
の
賀
曽
利　

裕
氏
が
、
健
康
経
営
の
新
た
な
ア
プ
ロ
ー
チ
と
し
て
「
装
着
型
サ
イ
ボ
ー
グ
Ｈ
Ａ

Ｌ
」
の
説
明
を
行
い
、
青
年
部
会
員
が
実
際
に
装
着
し
、
使
い
心
地
（
効
果
）
を
試
し
て
み
た
。

　

議
事
終
了
後
、
青
森
税
務
署　

佐
々
木
克
寛
署
長
よ
り
ご
祝
辞
を
い
た
だ
き
、
そ
の
後
、
講
師

を
交
え
て
懇
親
会
を
行
っ
た
。

定
時
総
会
・
月
例
会

　

経
理
研
究
会
（
鳴
海　

満
会
長
）
は
、
４

月
21
日
（
火
）
に
青
森
県
食
糧
会
館
に
お
い

て
４
月
例
会
と
第
45
回
定
時
総
会
を
開
催
し

た
。
例
会
で
は
、
当
会
会
員
で
税
理
士
の
今　

良
暢
氏
が
令
和
８
年
度
税
制
改
正
に
つ
い
て

解
説
し
た
。
ま
た
、
定
時
総
会
で
は
、
令
和

７
年
度
事
業
報
告
と
収
支
決
算
、
令
和
８
年

度
事
業
計
画
と
収
支
予
算
に
つ
い
て
審
議
を

行
い
原
案
ど
お
り
承
認
さ
れ
た
。

令
和
７
年
度
事
業

　

月
例
会
（
研
修
会
）
７
回
、
特
別
例
会

（
視
察
研
修
）
１
回
、
諸
会
議
６
回
、
親
睦

会
１
回
、
税
務
関
連
図
書
お
よ
び
ビ
ジ
ネ
ス
ダ
イ
ア
リ
ー
の
配
付

経
理
研
究
会

　

青
森
税
務
署
が
主
催
し
て
い
る
租
税
教
室
で
、
部
会
員

が
青
森
市
内
５
校
の
講
師
を
務
め
た
。

　

租
税
教
室
は
税
金
の
種
類
や
役
割
、
使
い
道
な
ど
を
教

え
る
こ
と
に
よ
り
税
知
識
の
普
及
を
図
る
も
の
で
あ
り
、

女
性
部
会
の
主
要
事
業
と
し
て
参
加
し
て
い
る
。
子
ど
も

た
ち
は
、「
税
金
の
使
わ
れ

方
」「
小
学
校
の
校
舎
や
教

科
書
に
係
る
費
用
」
な
ど
ク

イ
ズ
形
式
で
学
び
、
ま
た
税

金
の
な
い
架
空
の
世
界
を
描

い
た
ア
ニ
メ
を
視
聴
し
た
後

「
税
金
は
な
く
て
も
い
い
と

思
っ
て
い
た
が
な
く
な
る
と

困
る
こ
と
が
わ
か
っ
た
」
と

感
想
を
述
べ
、
最
後
は
、
10

キ
ロ
あ
る
「
一
億
円
の
見

本
」
を
持
っ
て
み
て
予
想
外

の
重
さ
に
驚
い
て
い
た
。

　

今
年
度
の
実
施
校
は
次
の

と
お
り
。

　

沖
館
小
学
校
、
甲
田
小
学

校
、
三
内
西
小
学
校
、
戸
山

西
小
学
校
、
小
柳
小
学
校

女
性
部
会
　
租
税
教
室

女
性
部
会
　
租
税
教
室

賀曽利　裕 氏（中央）
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青森法人会事務局

電話 017－775－2580　FAX 017－773－5644

アドレス http://www.aomori-hojinkai.or.jp/aomori/

法人会の事業予定

総務の基本と実務講座
７月24日（金）午後１時30分　アピオ青森

給与計算実務のポイント
８月28日（金）午後１時30分　リンクステーションホール青森

　　※開催案内を同封しております。

源泉所得税実務のポイント
９月８日（火）午後１時30分　リンクステーションホール青森

　　※開催案内を同封しております

決算法人説明会
９月18日（金）午後１時30分　リンクステーションホール青森

　　※開催案内を同封しております

　現在開催計画未定の事業が開催されることもあります

ので、詳しくはホームページをご覧ください。

　広報紙では、当会の活動を紹介しています。研修会・講演

会等には、会員以外の方も参加できます。事務局までお申

し込みください。

会員の皆様へ 住所、代表者などの変更がありましたら、お手数ですが事務局へご連絡願います。

♦ 

青
森
税
務
署
か
ら
の
お
知
ら
せ 

♦






